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０
０
４
年
の
国
立
大
学
法
人
化

に
伴
う
受
益
者
負
担
へ
の
政
策

転
換
に
よ
り
、
国
立
大
学
の
授
業
料
は

１
９
８
９
年
比
で
平
均
約
１
・
４
倍
に

値
上
げ
さ
れ
、
学
生
・
世
帯
へ
の
負
担

が
大
幅
に
か
さ
む
よ
う
に
な
り
ま
し

た
。
私
立
大
学
も
含
め
、
学
費
理
由
の

中
退
や
卒
業
後
の
返
済
負
担
が
社
会
問

題
化
す
る
中
で
、
民
間
金
融
機
関
側
に

も
改
め
て
適
切
な
融
資
姿
勢
が
問
わ
れ

12
・
７
％
」
と
な
り
ま
す
。

　

実
際
に
は
浪
人
後
に
進
学
す
る
学
生

も
相
当
数
が
い
ま
す
が
、
単
純
計
算
で

は
、
国
の
教
育
ロ
ー
ン
だ
け
で
８
人
に

１
人
く
ら
い
が
利
用
し
て
い
る
こ
と
と

な
り
ま
す
。
日
本
学
生
支
援
機
構
や
都

道
府
県
・
市
町
村
な
ど
の
奨
学
金
利
用

者
を
含
め
れ
ば
、
こ
れ
ら
の
修
学
支
援

制
度
全
体
の
利
用
者
数
・
比
率
は
相
当

な
水
準
に
達
す
る
こ
と
で
し
ょ
う
。

　

こ
う
し
た
一
方
で
、
若
年
層
人
口
の

減
少
を
背
景
に
、
特
に
地
方
私
立
大
学

の
生
き
残
り
競
争
は
激
化
傾
向
に
あ
り

ま
す
。
高
等
教
育
機
関
の
選
抜
期
間
が

長
期
化
し
て
お
り
、
早
い
大
学
・
短
期

大
学
で
は
８
月
か
ら
実
施
し
て
い
る
ほ

か
、
専
修
学
校
で
は
「
随
時
受
付
中
」

と
い
う
と
こ
ろ
も
み
ら
れ
ま
す
。

　

国
の
教
育
ロ
ー
ン
の
直
近
１
年
間
の

動
向
を
振
り
返
る
と
、
３
月
の
ピ
ー
ク

と
８
月
の
ボ
ト
ム
に
、
件
数
で
約
14
・

１
倍
、
金
額
で
約
14
・
９
倍
の
開
き
が

る
こ
と
に
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。

　

日
本
政
策
金
融
公
庫
で
は
、
教
育
に

関
す
る
家
庭
の
経
済
的
負
担
軽
減
と
教

育
の
機
会
均
等
を
図
る
た
め
、
か
ね
て

よ
り
国
民
生
活
事
業
の
う
ち
の
教
育
貸

付
を
「
国
の
教
育
ロ
ー
ン
」
と
名
付
け

て
周
知
を
図
っ
て
い
ま
す
。
本
稿
で

は
、
教
育
ロ
ー
ン
の
マ
ク
ロ
市
場
動
向

を
類
推
す
る
に
あ
た
り
、
同
金
融
公
庫

の
貸
付
デ
ー
タ
を
活
用
し
ま
す
。

教
育
ロ
ー
ン
利
用
時
期
に
は 

明
ら
か
な
ピ
ー
ク
が
あ
る

　

２
０
１
８
年
度
の
国
の
教
育
ロ
ー
ン

利
用
件
数
は
約
11
・
８
万
件
に
お
よ

び
、
進
学
先
別
で
は
、
大
学
と
専
修
学

校
で
75
％
を
占
め
て
い
ま
す
（
図
表

１
）。
こ
の
年
度
の
高
校
卒
業
生
の
大

学
・
専
門
学
校
へ
の
進
学
者
は
各
々

52
・
８
万
人
、
16
・
９
万
人
で
す
の
で

計
算
上
は
「
11
・
８
万
人
×
75
％
÷

（
52
・
８
万
人
＋
16
・
９
万
人
）
＝
約

２

需要が高まる今の時期に再確認！

教育ローンの利用が集中するこの時期に
知りたい推進の勘所を解説します。

「教育ローン」の
推進ポイントと
よくある質問への回答トーク

STEP
1

教
育
ロ
ー
ン
の
推
進
は
こ
の
時
期
が
勝
負
！

増
加
す
る
質
問
に
適
切
に
回
答
し
て
利
用
を
促
そ
う
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企
画


